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第１部 第１章 歴史の中の福祉思想 
 
第１節 社会保障の発展と社会の危機 
 
 1．社会保障の歴史と福祉観 
 
 はじめに、議論の出発点として、福祉思想を社会保障の歴史のなかから考察してみたい。
結論を先取りして述べれば、さまざまな福祉思想が社会保障の発展期ないし歴史的な「危
機」の時代に生まれるという新たな把握を行いたい。 
まず、人々に福祉を保障してきた社会保障の制度の成立と、その背後にみられる思想を
福祉思想としてとらえ、転換期に着目しながら現代までの変化をまとめてみよう。 
 社会保障制度の源流はイギリスのエリザベス救貧法（1601）である。これは、労働能力
があるかどうかを判断基準に、働ける者は働かせて救貧を行うことは極力控えるものであ
る。200 年以上の後このエリザベス救貧法が改正され、新救貧法（1834）となるものの、
いわゆる劣等処遇の原則が導入され、救貧を受ける者の生活は、最下層の自立労働者の生
活よりも低いものでなくてはならない、という貧困観ができあがっていた（高島（1964））。
社会保障制度の萌芽期、その背後にある当初の福祉思想はこのような極端にマイナスの印
象をともなった思想から始まった。 
次いで、世界初の社会保険制度（疾病保険）がドイツで成立する（1883）。当時、窮乏状
態にあったヨーロッパでは労働者が自発的に共済組合を組織して相互扶助・職業紹介・失
業給付などを行っていたが、ドイツはこのような方法を取り入れることによって社会保険
のシステムを確立させる。財源には労働者の拠出・保険会社への保険料・国の補助なども
含んでいた（菊池（1970））。これは治安対策としての措置であり、労働者の事故に備える
ための保険として最小の機能しか持っていなかったが、そのシステムとしては世界最初の
社会保険として確立している。 
その後アメリカで、社会保障 social securityという語が法律に用いられた最初の例と
される社会保障法（1935）が制定される。三割もの人が失業状態に陥った世界大恐慌（1929）
に対するニューディール政策において、社会保険（social insurance）と経済保障（economic 
security）をあわせて社会保障（social security）がつくられる（隅谷（1980））。 
この第二次世界大戦後の時期に、福祉国家の模索が始まる。次いで、ニュージーランド
の総合的社会保障制度が推奨された報告書「社会保障への道」（1942）が ILOによって出さ
れる。同年、ベバリッジによって「社会保険と関連サービス」も報告され、そのシステム
は「ゆりかごから墓場まで」保障する社会保障制度として、本格的に整備が始まっていく。 
このころ世界人権宣言（1948）が出され、すべての人が社会の一員として社会保障を受
ける権利を有する、という社会保障の理念が宣言される。これを大きな転機として、ほと
んどの先進国が戦争国家(warfare state)から福祉国家(welfare state)へ方向を転回する。
これによって、人権という考えが福祉制度の根拠となり社会保障の理念としても新たな役
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割をもつに至った1（菊池（1970））。 
 ここで、以上のような新たな社会保障の形態が生まれた時期をみると、どの場合におい
ても貧困が増大し社会的に混乱している時である。救貧法の時代のイギリスは市場経済の
拡大ないし都市への大規模な農民流入の時代であり、ドイツは産業革命後の混乱期であり、
アメリカでは世界恐慌後にあたる。このような時期に、画期的な社会的救済方法として、
新たな制度によって生活が保障されるようになった。 
しかしアメリカの例にそくして見れば、ニューディール政策の実情は、最下層・極貧層
に限った貧困対策であり、経済対策に限ったものでもあった。そのような限定的な制度に
留まったのには、自立の精神に加えて、貧困は悪という思想、貧困に陥るのは個人的な配
慮が足りないからだという思想や、貧困を救済するよりも自立を促す方が重要という思想
がみられる。このような思想は、制度や社会の背後に存在する福祉思想であり、ここでも
福祉思想はこのような消極的な思想に起源をもつと考えられる。 
 しかし、社会保障が発展していくと、より積極的なものとして社会保障制度を活用して
いこうとする考えや動きが起こる。それは、従来通りの方法でやっていたのでは社会全体
が混迷し崩壊する、という危機感があったといえる。それは資本主義というシステムの危
機とも言え、社会保障をいち早く整備ないし発展させた国々・社会では、より積極的ある
いは包括的・総合的な制度的保障の構築が進められてきたことがわかる2。以上をまとめた
                                                   
1人権という思想は、福祉制度を発展させる上では重要な役割を発揮してきたが、自分が福
祉の給付を受ける権利があるかどうかということが前面に出て、制度が保険料などを積み
立てた連帯に基づくものであると考えることはない。（例えば、年金を払うとき自分が将
来もらうために払い、受け取るときは自分が積み立ててきたものだと考える。しかし、本
来は自分が払った年金が高齢者世代の生活費となり、受け取る年金は現役世代が働いて納
めたものであるという思想に支えられていなくてはならない。人権とは、自分の権利が前
面に出て、共に支えあうという福祉思想を発展させなかったという欠点も持っている。 
2 新たな転換期に立っている現在、より積極的な福祉の構築を考える手がかりの一つに、
ポジティブ・ウェルフェアの理念がある。これを提唱したアンソニー・ギデンズは、福祉
国家の新たな道として、金銭給付よりも、教育や職業訓練などを通じて人的資本に投資す
ることが重要であると言い、ポジティブ・ウェルフェアと呼んでいる。この理念は、福祉
国家が主に病気や無知など消極的な対応に留まっていた反省から、健康や教育といった積
極的な対策を促進させようとするものである。ギデンズは「経済的な給付という面だけに、
話を限定してはならない」（ギデンズ（1999）P.199）として、人に投資することが必要と
し、「私たちが直面する大きな変化の中で、市民一人ひとりが自ら道を切り開いていく営み
を支援すること」（同 P.115）だと言う。これからの福祉の姿として主張するポジティブ・
ウェルフェアでは、「個人ならびに非政府組織が、富を創造するポジティブ・ウェルフェア
の主役」（同 P.195）となり、教育への投資が重視され、「可能性の再分配」（同 P.184）が
重要な目的となる。ギデンズは、「労働の再分配の可否を問う必要はない。なぜなら、現
にそれは広範に進行しつつあるからである。したがって、むしろ、そのポジティブな側面
を、いかにして政府が支援するのかが問われなければならない」（同 P.211）とする。 
 このような第三の道では、従来の社会民主主義の批判を柱の一つとするため政府の役割
について十分強調していないという欠点がある。公的な社会保障の規模が小さい日本の文
脈で考えると、非政府組織や個人に加え、こうしたポジティブ・ウェルフェアを政策化し・
実現するためにも、政府の役割も市民の実践と並んで重要な課題と言える。 
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のが表１である。 
 
表１）福祉思想の展開とその社会的背景 
 福祉制度・社会保障
制度 
福祉思想 危機の背景 
イギリス エリザベス救貧法
（1601） 
労働による福祉 商業革命（都市への農民流
入） 
イギリス 新救貧法（1834） 劣等処遇の福祉 産業革命後の混乱と失業 
ドイツ 疾病保険（1883年） 相互扶助による福祉 産業革命後の混乱と失業 
アメリカ 社会保障法（1935） 経済対策による福祉 世界大恐慌 
イギリス 「社会保険と関連サ
ービス」（1942） 
一生を通じ保障する福祉 第二次世界大戦 
 このように、危機の時代により総合的・包括的な対応を講じることによって、人々の生
活の保障をしてきた社会保障制度であるが、現在の危機を乗り越えるためには制度面の拡
充のみならず、人間のより根源的な次元にまで遡った福祉思想が求められるに至っている
のではないか。 
一方、同時に、複雑多様化した福祉問題への対応を、従来のように所得や経済面のみを
考慮するのではなくより包括的な形で3、また人間の内面性や全体性を含めた新たな社会指
標4の可能性をも視野に入れたものとして展開していく必要があり、これからの時代に求め
                                                   
3こうした点に関連するものとして、経済学の分野ではアマルティア・センによる潜在能力
論がある。センは、与えられた財のもとで個人が「達成しうる機能のさまざまな組み合わ
せ」（セン（1988）P.26）を「潜在能力」と表現している。現在でも GNP（国民総生産）
に基づいて、人がどれだけのお金を使うことができるかという指標が豊かさの度合いとな
っているが、本来の豊かさには、医療サービス、教育、労働、政治的法的に持つ権利、家
族関係など、複雑な問題が含まれる。そのため、GNP のみならず人の機能・潜在能力を
重視する必要が出てくる。こうした、人々がどのような生活能力を持っているかという新
たな視点を提示するものとしてＱＯＬアプローチ（ヌスバウム・セン（2006）P.12）が提
唱されているが、「哲学的な議論が公の政策立案に大きな影響を与えているところは世界中
にそれほどないし、経済学の一般領域でのそれは特に認められていない」（同 P.14）と、
提唱者自身が認めているように、従来の福祉国家が指標としてきたGDPやGNPを超えた
アプローチは政策の実施では未だ主流とはなっていない。 
4 近年の社会指標は GNP などの経済指標に代わり主観的なもの（満足感、幸福感）が重
視されている。社会福祉の分野で、福祉の根拠を新たに憲法 25 条（幸福追求権）に求め
る（大橋（2008））動きがあるように、ブータンで提唱された GNH（国民総幸福）などは、
社会福祉の流れと共通している。GNH の目標は、高校教育の機会の平等を図ったり、公
共施設を公平に配分する政策を形成したりするように、福祉政策の内容と重なっているか
らである。また日本では、ＧＡＨが提唱されている（荒川区自治総合研究所（2010））。他
方、政治経済学の分野でも、人の幸福は遺伝の資質や幼少期の体験など、個人的・社会的
な特性に左右される一方で、外部からの影響（経済の状態など）と全く無縁ではなく、幸
福を左右する内的な要因・外的な要因は、互いに影響し合っている（フライ（2005））と
の見解がある。以上のような幸福研究の高まりからも、福祉思想について、人間の内面を
重要な要素として包摂するものとして考察していきたい。 
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られる福祉思想は、こうした展望をも視野に入れたものであるべきである。 
序においても予兆したように、そこに浮かび上がってくるのは「生命」という基本概念
を中心にすえた福祉思想の可能性であるが、このような点を次章以下において、そうした
方向において意外なポテンシャルを包含していると思われる日本の福祉思想の文脈にそく
して考察し、福祉思想の再構築を試みていきたい。 
 
2．日本の福祉危機 
 
次章以下で日本の福祉思想についての主題的な考察を行っていく前提として、日本にお
ける福祉ないし社会保障をめぐる状況について、本章で述べている「危機」という観点か
ら概観しておこう。 
今日、日本において一般的に福祉というときには、介護や医療などの狭い分野に分かれ
ているものが想像される。しかし、福祉という言葉の意味を、制度政策面から広義にとら
えてみると、人間の安心した生活全般・福祉を支えているものとして社会保障制度までを
も含めることができる。したがって、本論では福祉思想・福祉制度を社会保障制度全般ま
で含めたものとして考えていきたい5。   
日本の社会保障は、福祉三法6、六法体制7の成立以降、経済成長とともに着実に社会保
障も拡充していくはずであった。しかし、1973年の石油危機を発端に経済の衰退が始まる
と、同時に社会保障の抑制も始まった。このような状況は現在でも続いており、社会保障
とは経済の成長次第である、あるいは福祉の充実は経済成長にかかっている、というよう
な思想が根強く残り、戦後日本の福祉思想を考える時、このように第一に経済にどの程度
の負担がかかっているかと考える発想が強くある。 
しかしここで、福祉とは経済成長の単なる派生物であるのかという疑問が生じる。それ
ならば、福祉や社会保障は経済に負担をかけているものと考えなければならないのであろ
うか。今、社会生活を安心して過ごす・老後に安定した医療が供給される、子供が幸せに
成長してほしい、などと考える時、社会保障制度を利用したりさらには拡充してほしいと
いう必要性があっても、今は経済が低迷しているからあきらめようということができるだ
ろうか。 
現在までの議論では、これほどまでに発展した社会保障であっても、低迷が続いている
経済との関連を考えると、できるだけ公的な役割を縮小することが望ましいという傾向が
ある。例えば、日本型福祉社会論や障害者自立支援法（2005 年）8などに象徴されるよう
に、社会保障の給付を受けられないような措置を試みたり、利用者からの自己負担金を経
済成長との関連で清算するなどという動きとして福祉思想が現れる。 
                                                   
5 本来の最広義の福祉は、制度政策に限らず人間の内面的な安心や安寧までをも含む。第
２章以降ではこの意味での福祉思想を考察していく。 
6生活保護法（1946）、児童福祉法（1947）、身体障害者福祉法（1949）。 
7 精神薄弱者福祉法（知的障害者福祉法）（1960）、老人福祉法（1963）、母子福祉法（母
子及び寡婦福祉法）（1964）に福祉三法を合わせたもの。 
8 （障害種別を超えてサービス提供が可能となった反面）自己負担を導入したもの。 
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これまでであれば、経済の衰退によってやむをえないという了解があったが、問題の解
決に進まず、むしろ危機的な状況が生じている現状から、このような思想は本当に正しい
か、人間の善性にかなっているかといった根本的な点を含めて、制度の本来の意味にさか
のぼって理念的・思想的な考察が求められるようになったと考えてよいだろう。 
社会保障の役割は、集めた保険料や税などの全体量から、保護費や給付費を決め、時代
ごとの物価や経済成長率によって、経済の安定を図りつつ、国民生活の安心を保障するこ
とである。このような経済的な機能は、経済が成長し続けた時代には、経済と国民の福祉
の両方を同時に保障することができるものであった。しかし、現在のように経済が停滞し、
年金や給付費を減額することで、社会保障制度の存続を維持しているのでは、制度そのも
のは生き残っても、肝心な国民生活が保障されず生活の危機・人間の生存の危機にまで追
い込まれてしまう9。このような現象が生じている現在、社会保障が果たす本来の役割は何
であるのかということが問われ、さらにその理念はいかにして実現していかなくてはなら
ないのか、という根本的な福祉思想を考えなければならないといってよい。 
社会保障制度が成立し、また制度改正によってどのような効果が表れたのかといった事
後的な分析が主流であった時代を超えて、制度が出現した背景を考慮して、どのようなニ
ーズがあり、それを社会はどう考えたのかという思想的な研究が必要であるが、次節で確
認するように、このような研究はほとんどない。    
また、社会保障が一定の生活困窮に対処し終えた現在、日本では新たに自殺や孤立死、
孤独死などの問題が生じている10。このような個人が孤立するという傾向は、高度経済成
長を経て農村共同体から人々が流出し、自由な生活様式である都市を形成したことが原因
と考えられている。これは、社会保障が共同体の倫理を超えて成立したことによる負の効
果とでも呼びうるものである。今、このような問題には、地域福祉を実現するという目標
のもとに努力や実践が進んでいる。だが、地域福祉の実践にはかつての農村共同体の倫理
が連想されるように、元に戻るように働きかけるだけでは問題の解決とはなりにくい。 
このような現状において、誰もが地域で自分の望むように生活し、問題が生じても心配
なく生活するためには、社会保障の制度的対応だけでなく、対人関係の支援や個人の内面・
主観に配慮した支えが必要である。本論文ではこのような課題に取り組むために、次章以
下において、日本の社会事業家の思想や、対人援助技術として発展してきたソーシャルワ
ークの思想などをも含め、社会保障と福祉思想についての考察を行っていく予定である。 
 
 
 
 
 
第２節 日本における福祉思想研究 
                                                   
9 無制限な経済成長の追求は深刻な不利益となる可能性があり、福祉社会の創造のために
は経済成長が否定されてもよいことを日本は示している。ロブソン（1982、P.133）。 
10自殺者は平成 10 年から 3 万人を超える水準で推移し、平成 24 年はじめて 3 万人を割っ
たが、なお高い水準（厚生労働白書、2012 年）。 
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1．近年の福祉思想と福祉思想研究 
 
前節で見たように、これまでの社会保障の歴史を踏まえると、新たな福祉制度が芽生え
たのは先ほど見たそれぞれの時代のイギリス、ドイツ、アメリカのように社会が混沌状態
にあるときである。このような流れを踏まえ、同じ状況に見舞われている現在の福祉国家
体制を乗りこえるために、これからの福祉社会にとっても思想的基盤となる福祉思想とそ
れに関する研究について、日本に着目して概観してみたい。 
日本の福祉思想と言うとき、過去にソーシャルワークなど欧米で発展してきたものを取
り入れた背景があり、欧米から流入した人権や社会正義などの思想が福祉思想の基盤の一
部ともなっている（ソーシャルワーカーの倫理綱領など11）。 
 日本では、代表的な福祉思想の研究者として、吉田久一がいる。また『福祉の哲学』を
出している阿部志郎、最近では大橋謙策によって「福祉の哲学」の必要性が指摘されてい
る。これらは新たな福祉思想研究と考えることができる。 
他方、現代に続く福祉思想の中で最も発展的な思想を唱えた人物には、糸賀一雄の福祉
思想がある。彼の思想は福祉思想の基本ともいえるため、まずここから出発したい。 
  
①糸賀一雄の福祉思想 
彼は、主著『福祉の思想』（1968 年）を残し、近代における福祉の発展の中では最も現
代的な思想を主張した人物である。彼の実践は知的障害児の施設「近江学園」の設立（1945
年）に始まり、ここから福祉や福祉思想の意味を導き出していく。 
彼は知的障害のある子どもたちも、普通の子どもと同じように生活していくことができ
るようになることが重要と考え、社会全体からこの子たちを取り巻く思想の転換を促した。
その思想は、「この子らを世の光に」（糸賀（1968））と言った言葉で現わされ、こうした
子ども達にも社会で生活する能力があり、それぞれに個性があることを重視する。そして、
このような能力を伸ばしていくためにも、年齢に見合った成長の保障として「発達保障」12
（同）を唱える。この上で、知的障害の分野にとどまらない思想を生み出だす。糸賀一雄
は、「社会福祉といっても、社会という集団が全体として「福祉的」でありさえすればよい
というのではない。つまり社会が豊かであり、富んでいさえすれば、そのなかに生きてい
る個人の一人ひとりは貧しくて苦しんでいるものがいてもかまわないというのではない。
社会福祉というのは、社会の単なる総量をいうのではなくて、そのなかでの個人の福祉が
保障される姿を指すのである」（同）と、社会の中で見捨てられた子供たち一人ひとりにも
福祉が必要なことを主張した。当時、功利主義的に社会全体が福祉を目指していればよい
とされる社会思想の中で、個人を基底に福祉を保障して行かなければならないという、彼
の思想は現代的に続く福祉の理念となっている。 
                                                   
11 そこには「人権と社会正義の原理は、ソーシャルワークの拠り所とする基盤である」と
ある。 
12 発達保障とは知的に障害があってもその能力に合わせるのではなく、年齢に合わせた
相応の対応を行う必要があるという考えのこと。 
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②阿部志郎による福祉の哲学 
 現代の思想には、まずキリスト教福祉の立場からの福祉思想として阿部志郎がいる。彼
は、『福祉の哲学』において、 
 
「福祉の哲学とは、福祉とは何か、福祉は何を目的とするか、さらに人間の生きる意味は
何か、その生の営みにとって福祉の果たすべき役割は何かを、根元的かつ総体的に理解す
ることであるが、それには、福祉が投げかける問いを学び、考えることである。それは、
ニードの発する問いかけに耳をかたむけることから始まる」（阿部 2008）P.9） 
 
と言う。ところが、「ニードは沈黙し、表に現れないことが多く、潜在している。福祉のク
ライエンントには、自分の苦しみ、悩みを訴える能力がない人が多い。主訴をどうやって
見分け聴き取るのか」（同）というように、ニードの問いかけを受け止めることは容易では
ない。阿部は、「福祉の哲学は、机上の理屈や観念ではなく、ニードに直面する人の苦しみ
を共有し、悩みを分かちあいながら、その人びとのもつ「呻き」への応答として深い思索
を生み出す努力であるところに、特徴があるのではなかろうか」（同）という。こうして、
「一人ひとりの態度が確かなものとされるとすれば、それが私たちにとっての福祉の哲学
にほかならない」（同 P.12）という。福祉の対象となる人々にはさまざまな障害があった
り問題を抱えていたりする。こうした人が発するニードに対して、どのように助けるか一
つの正しい答があるとは限らない。そうした人間同士の関わり合いの中で、ニードに向き
合っていく一人ひとりの態度の中に、それぞれの福祉の哲学があるのだということを阿部
は言おうとしているのではないだろうか。 
彼はまた、そのような具体的な場面における福祉の哲学を「施策と実践の統合を模索す
る努力の過程」（阿部（2008）P.192）と表現する。 
介護や保育などのように、実践が重要な役割を果たしている社会福祉において、「行動す
る者は、〝思索〟を欠かしてはなりません。さらに言えば、社会福祉の領域では、思索が
行動を伴わなければ広い展開は難しいのです。すなわち、考えながら働き、働きながら考
えるということです。実践を振り返り、検証し、反省し、新しい発想を抱き、新たなエネ
ルギーを得て、また実践に向かっていくのです」（同）と、福祉の哲学の必要性を説明する。 
 
「モノの背後、ニーズの奥に潜んでいるものを見出すためには、人間を超える精神的な見
えざる世界への畏怖の思いと祈が育てられなければならないということです。 
 さらに、対人関係を調整する機能とは、人間と人間の間を愛で結びつける意思の働きで
もあります。人が人をお世話し介護する〝ケア〟（carus）の原意が〝愛〟にあることが、
それを物語っているのかもしれません」（同 P.193） 
 
と、対人関係と原型のケアから福祉の哲学を考案している。そして、「愛が人と人との共同・
連帯を創り出し、コミュニティを形成していくのです」（同）と、相互の行動の重視とその
思索の伴った福祉のあり方が説かれている。 
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③大橋謙策による福祉の哲学 
 もう一人、大橋謙策による福祉の哲学を紹介したい。大橋は、社会福祉がどのように社
会の発展に貢献できるのかという視点から３つの思想を取り上げている（大橋（2008））。 
 第一に博愛の思想である（フランス革命の理念として謳われたもの）。この世には生まれ
ながら、知的な面あるいは言語において、または身体的に障害を有している人がいる。こ
うした人が自ら社会に働きかけながら幸福を追求することがどれだけ可能になっているか
と問うとき、社会的に救済する理念として、博愛は盛り込まれた。このような博愛の必要
性とその教育の重要性がまずあげられる（同 P．28）。 
 第二に、ノーマライゼーションやソーシャルインクルージョン（社会的包摂）である。
多様な人間が互いに尊重して生活してこそさまざまな問題解決が可能となる、ノーマライ
ゼーションはこのような力の原動力としての思想である。ソーシャルインクルージョンと
は、社会生活を自立して行う場合に、何らかの支援が必要な人を社会から排除してきた反
省のもと、同じ社会を構成する仲間として包含していくことが望ましいとする思想である
（同 P．29）。 
 第三に、福祉の問題解決方法として、行政による社会制度に頼るのではなく、自分たち
で相互扶助組織を作ることで対応しようとすることである13。これをより発展させソーシ
ャルガバナンス14、第三の道といった社会哲学の必要性があげられている（同 P．30）。 
 大橋は、このような福祉の思想をより発展させ、国際的に安定した平和な社会と世界規
模での恐怖や欠乏から免れるために、社会哲学と社会制度のあり方を考える重要性を指摘
している。 
また大橋は、これらを考えるものとして福祉教育の必要性を訴え、またその構築にも取
り組んでいる。福祉教育について、 
 
「憲法１３条、２５条等に規定された基本的人権を前提にして成り立つ平和と民主主義社
会をつくりあげるために、歴史的にも、社会的にも疎外されてきた社会福祉問題を素材と
して学習することであり、それらとの切り結びをとおして社会福祉制度・活動への関心と
理解をすすめ、自らの人間形成をはかりつつ、社会福祉サービスを受給している人びとを
社会から、地域から疎外することなく、共に手をたずさえて豊かにいきていく力、社会福
祉問題を解決する実践力を身につけることを目的に行われる意図的な活動」（大橋（1991）
P.113） 
 
と定義し、福祉教育の特色を、「共に生きていくための実践活動に取り組むことをとおして、
人権感覚豊かな、主体的に生きかつ他者と共同できる力量を身につけ、平和な民主主義社
会をつくる担い手をつくることにある」（同）としている。 
 そのためにも、「福祉問題は頭で分かっているだけでは駄目でして、実際の生活の中で実
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
際に使える様にならなくてはならない
．．．．．．．．．．．．．．．．．
のです」（大橋（1987）P46、強調原著者）と、注意
                                                   
13 ヨーロッパに多い協同組合方式による助け合いのこと。 
14行政と住民の自立と連帯、信頼と互酬、協同による問題解決方法のこと。 
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する。大橋謙策は、「共に生きる」（同 P.47）という福祉思想が実践されるためにも福祉教
育の重要性を早くから訴えている。そして、家庭教育・学校教育・社会教育を通じて、生
涯教育レベルで福祉教育を考えてみる必要がある（同）と、大橋は考えている。そして、
「社会福祉問題の知的関心・知的理解の進化とその体験化・感覚化ということが大事」（同
P.48）であるとして、「これは本当に体験してみないと分らない事がある
．．．．．．．．．．．．．．．．
のではないでしょ
うか」（同、強調原著者）と実践の重要性を教示している。 
 このように、福祉思想とは、その社会でいかに見出されるかということを超えて、どの
ように実践されているのかということを問題としなくてはならない。福祉思想とは、この
ような実践に結びついて初めて意味を持ってくるものでもある。そのため、２章では日本
における社会福祉実践を参考にしながら福祉思想を考えていきたい。 
 
  2．福祉思想の歴史的発展 
 
①慈善・救済・社会事業から社会福祉へ 
ここで、本論にて対象とする福祉思想の意味や関連する用語についてふれておきたい。
冒頭で、福祉を社会保障まで含めた広義の意味で使用することを述べたが、本論文では以
下のような歴史的発展を含めたものとしてとらえていきたい。 
現在一般的な福祉とは、社会福祉・社会福祉事業と呼ばれているが、歴史をさかのぼっ
てみると、かつては慈恵、慈善、博愛、救済などとよばれていた行為・事業から発展した
ものである（仲村（2003）P.160）。慈善や博愛は、他者の困窮に対しての憐みの感情から
始まるものであり、「貧困者や困窮者に対して、主観的な立場から行われる施与ということ
に主眼点がおかれていた（同）。 
こうした慈善からある程度社会的な発展があると、「救済事業」や「感化救済事業」とい
う言葉で表わされるようになる。しかし、これについて「「救済」の意図は、民生安定の手
段にすぎなかったことはいうまでもない」（同 P.161）と言われるように、救済事業はある
意味では消極的な福祉事業である（これについては第２章５節でさらにふれる）。 
こうした変化を経て、さらに「社会事業」という語が用いられるようになる。時期とし
ては 1920年代以降（大正中期）であり、「慈善または慈善事業というものがもっていた前
近代的な主観性、非合理性が科学性合理性にとって代わられたこと、貧困その他の社会問
題の性質や原因についての理解のしかたが個人的なものから社会的なものへと変わった」
（同 P.162）という背景がある。 
こうした特徴がさらに進展して、高度経済成長期以降、社会福祉サービス量の拡大と社
会福祉施設・従事者の増加、従事者の専門分化を遂げると、現在用いている社会福祉・社
会事業という語で呼ぶようになっている。この社会事業から社会福祉・社会福祉事業への
変化は、「単なる生活困窮の救済、治療、回復ということから、対象者の生活上の積極的福
祉を増進することを目指すようになった」（同）という福祉の量的、質的な向上を背後に持
っている。 
 
②「慈善」という語について 
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 以上のような変化発展の上に成り立っている現在の福祉であるが、日本における歴史的
な福祉思想研究を行った吉田久一によれば、「それぞれの意味を持つ歴史的用語」（吉田
（1993）P.99）について次のような説明をする。「慈善は明治維新から近代国家成立にかけ
ての用語である。慈善事業は産業革命から帝国主義形成期にかけてがふさわしい。大正デ
モクラシーから昭和恐慌にかけては社会事業が使用された。日中戦争・太平洋戦争は厚生
事業期である」（同）。 
吉田久一の議論の枠組みでは、慈善を用いる期間が短いという特徴がある。これでは、
古代における慈善博愛といった福祉思想に深く関わる諸概念や行為を、福祉として含めな
いことになってしまう。ところが、吉田は独自の区分によってそれを呼んでいる。近代以
前の福祉思想は、原始時代や神話的世界から考えられており、中国やインドの影響を受け
た福祉思想として、「古代社会の救済制度思想」（吉田（2000）P.221）、儒教や仏教が影響
したものとして「仁政思想」（同 P.222）などのように呼んでいる。 
 また福祉の思想的原理について述べている社会事業研究者の山口正も同様に、明治期の
30 年頃まで、明治 30 年から大正 5 年頃、大正 6 年以降といった区分で、慈善思想、救済
思想、社会連帯思想という整理になっている（山口（1938）P.151）。 
 このように福祉思想の文脈における「慈善」という用語や概念の扱いは論者によって幅
があるが、本論では慈善の語について古代より続く広義の意味で使用していきたい。 
 
3．現代に続く福祉思想の問題 
 
 以上、慈善・救済・社会事業・社会福祉という概念や実践の発展を見てきた。ここで、
それぞれの時代背景を反映したこれらの諸概念を、その実質にある福祉思想とを合わせて
考えてみると、以下のようになる。 
まず慈善、博愛の時代における福祉思想は、憐みや施し、慈しみ、惻隠の情といった心
情である。救済事業においては、一応の社会的・公的制度を持つという反動からできるだ
け救済は抑えるというもので、基本はあくまで市場経済を前提とした上で、そこから落伍
した者に対して最小限の給付を行うという内容であり、その根底にある福祉思想は「自由
放任」（吉田（2000）P.239）ないし「自助論」（同）であった。こうした状況が続き貧困は
放置されていくが、大正デモクラシー下で成立した社会事業によって、社会連帯思想とい
う福祉思想が提起される。「それは、明治期の救済事業、慈善事業から脱した民主主義的社
会事業のはじまりであった」（同 P.253）。 
 このようにして取り込まれた社会連帯思想であったが、それは日本において現在に至る
福祉思想として十分に定着する思想ではなかった。 
 なかでも大きな転換となった、第二次大戦後における社会事業から社会福祉・社会福祉
事業への発展では、福祉思想と呼べるものが半ばなくなってしまったという状況がある。
この時期の発展を後押したものとして経済成長があったことは先に確認したが、ここでの
福祉思想をあえてあげるならば物質的ないし経済的支援ということになるだろう。第二次
大戦後の日本において、物質的欠乏から解放されようとの意識とともに進展した福祉は、
国民皆保険など制度的な面での一定の発展はあったものの、皮肉にもそれまで続いてきた
福祉思想の発展をないがしろにしてしまった傾向がある。それでも、経済成長が続いてい
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た時期は問題とはならなかった。 
 ところが、経済が低成長期に入るという予期せぬ出来事が発端となって、既に述べてき
たような福祉や社会保障制度の後退など、さまざまな問題が表面化してくるようになった。
現在に続くこの問題の根本原因を、高度成長期を中心とする戦後の日本社会が、福祉思想
の発展ないし福祉思想そのものを考えてこなかったことだととらえたい。実際、現在まで、
福祉思想がほとんど論じられていないということがその証左でもあると考えられる。吉田
久一は、 
 
「社会福祉はこの終末期の諸現象の中で、「政策提言」や「福祉サービス」のみ盛んであり、
社会福祉の「社会性」や理論は放棄された感がある。そして、日本人の無関心さもあり、
社会福祉の「倫理」や「宗教」によるその内側の支えもほとんど見られない」（同 P.287） 
 
と分析した。吉田が指摘するように、日本での福祉研究は制度や政策研究が中心にあり、
加えて思想研究がかりになされる場合でも、欧米から流入したものを中心にし、日本にお
ける実践や歴史的文脈の中から生まれたものではない。そのため、（吉田や先述の阿部、大
橋など限られたものを除き）日本の福祉思想についての研究はほとんどみられないという
問題がある。 
 
  4．福祉思想を失った日本 
 
 特に近代以降、欧米の福祉思想が中心になってきたが、日本における福祉思想は、古代
よりインドや中国を中心に海外から輸入された思想である（吉田（1989）P.13）。このよう
な日本とは対照的に、「西欧では政治や経済の発展とともに、内面的にそれを支えるギリシ
ャ的「博愛」と、キリスト教的「隣人愛」が対峙しながら、西欧社会福祉を「連続」して
きた」（吉田（2003）P.2）。 
 日本は、「近代社会福祉を内面的に支える人権や生存権、あるいは福祉エートスとしての
ボランタリズム、国家に即していえば国家責任、そして公私分離、従事者に即していえば、
人権の主体的創造、ニーズの社会問題化努力の貧困にも見えている。これらは近代社会福
祉を内面から支える近代精神の貧しさといってもよい」（吉田（1989）P.13）という状況に
ある。こうした問題の背景としては、「無論そこにはさまざまな共同体が残存し、社会福祉
の内面変革、特に社会福祉における個の確立を阻んでいたからである。本来その精神変革
と深くかかわりあう宗教も、日本では近代宗教改革を欠き、社会と癒着、逆に社会の否定
という性格があった」（同）と説明される。 
 現在まで社会的に共有される福祉思想を持たなかった日本は、欧米の福祉思想で一時的
な肩代わりをさせ、表面上はヨーロッパに並ぶ福祉社会を早急に整備しようとしてきた。
本来、福祉国家体制は福祉社会によって支えられるものであるために、「福祉国家の前提を
欠いた「民間」強調は、負担過重であるばかりでなく、福祉国家の充実を妨げる結果にな
りかねない」（同 P.588）との不安がますます高まっている。こうした状況について吉田久
一は、1980年代すでに次のように洞察していた。 
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「現在痛切に感じているのは、老人問題をはじめ、かつて日本が経験したことのなかった
新しい型の貧困が、高度成長以降四半世紀の矛盾として表出し、人間の全体的危機が、社
会福祉に凝縮し、二〇世紀終末の現在現われていることである。それが原爆問題や公害問
題、特に軍事基地で埋まる沖縄問題等と、不可分の関係でからみあっているところに、本
当の危機がある気がしている」（同 P.17）。 
 
日本は物質的な豊かさを実現しながらも、さまざまな問題を背負いこんでいることに吉
田は「平和こそ福祉社会を実現する前提である」（吉田（2003）P.55）と言い、福祉社会の
実現のためには「宗教が役割の一つを果たすと思う」（同 P.45）と平和と宗教をテーマに
していった。そのうえで吉田は、「生あるもの全体が「仏性」を持つという発想は、福祉に
今日的意義を提供している」（吉田（1993）P.43）と、仏教研究から現代への福祉の新たな
視点を残している。 
以上、日本における福祉思想の数少ない先行研究の要点を取り上げてきたが、今こそ吉
田久一も考えていたように「日本の福祉社会形成の思想は何かという探求を、福祉現場の
経験的積み重ねや、日本社会福祉思想史の中から策出すべき」（吉田（1989）P.589）では
ないか。今、福祉思想研究が新たな局面において開かれつつある現在、日本の状況改善の
ための福祉思想を政策と関連させながら、危機を乗り越えるための思想として考察してみ
たい。 
以上のような問題意識を踏まえ、次章においては、日本の福祉思想史からのひとつの手
がかりとして、近代化ないし明治期以降の富国強兵下にありながら未開拓の福祉思想を切
り開いてきた社会福祉実践者たちの思想を取り上げてみたい。それは現在の社会福祉・社
会事業の先行研究一般でも詳しく取り上げられてはいないし、いかにして制度改革を実現
していくかが重視される福祉運営の現場にとっても、思想的基盤の構築という意義をもつ
からである。 
吉田久一も述べるように、「社会福祉の実践者たちは、それぞれの思想を内で営みながら、
表現としては未完成であり、ムード的な段階にとどまった思想が多い。しかしその未完成
な思想が意外な社会的広がりを持ち、また実践への展望を持っている」（吉田 1989）P.2）
という考察の可能性がありながら、こうした視点は従来の福祉思想研究において十分生か
されてこなかった。 
福祉の問題は、いかにして政策として結実させるかということが最終的な課題であるが、
福祉に関する政策研究では思想的な研究は視野に入らないことが多く、他方、思想的に問
題解決を図ろうとする研究では、政策の意義が抜け落ちる恐れがあった。 
この場合、思想と政策ないし実践のいわば結節点に位置するのが、いわゆる社会事業家
を始めとする社会福祉の実践者に他ならない。そこで次章においては、従来の福祉思想研
究では必ずしも十分に取り上げられなかった、社会福祉実践者たちの思想を再評価し、そ
の現代的な射程や意義を意識しながら考察を行っていきたい。 
加えて、社会事業家など日本の社会福祉実践者たちが福祉問題に立ち向かっていた時期
は、国家レベルの福祉政策ないし社会保障制度が未発達な時期であり、福祉の提供はその
相当部分が事実上、社会事業家たちに任されていたとも言え、実際、彼らの実践は不十分
な国家的対応を補完あるいは代替する役割を果たしていた。そうであるがゆえに、彼らの
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実践のベースには、現在に比べ、より明確かつストレートな形で、福祉の意味や本質に関
わる根底的な思想や理念を見出すことができるのである。 
こうした社会事業家たちの福祉思想の意義を再評価し、公的制度がある程度確立した現
在における多様な福祉サービスの提供を促進させるために、そして大きな危機に立たされ
ている福祉制度を再構築していく土台となる原理を再構築していくための手がかりとして、
彼らの持っていたさまざまな福祉思想の現代的な意義を明らかにするような考察を以下試
みていきたい。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
